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〔最終集計－2016年1月15日〕
（表１） 県内企業の2015年冬季賞与・一時金支給結果［単純平均］
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462,976
（531,663）
472,691
（545,354）

5.26
（4.93）
6.10
（7.45）
4.41
（2.24）

①調査対象466社のうち、集計可能な回答のあった173社の数値である。
②「2014年冬季支給額」は、今回「2015年冬季支給額」の回答があった企業の数値である。
③平均欄の上段は１社当たりの単純平均、下段の（   ）内は１人当たりの加重平均である。
④当該業種１社のみの回答の場合は数字を伏せているが、平均には含む。
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〔最終集計－2015年12月18日〕
（表２）全国大手企業の2015年冬季賞与妥結結果［単純平均］
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753,944
（880,593）
761,007

（896,279）
721,408

（828,215）
①調査対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要20業種大手245社
②「2014年冬季」の数値は昨年の本調査の最終集計結果である。
③「平均」欄の上段は１社当たりの単純平均、下段の（  ）内は１人当たりの加重平均である。
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157社単純平均753,944円、
　　　　　前年比プラス2.17％

　富山経協は１月15日、「2015年冬季賞与・一時
金支給結果（単純平均・最終集計）」をまとめた。
集計可能な173社の支給額平均は492,350円で、
今回回答のあった企業の前年同期の支給額平均
（467,749円）と比べると、金額で24,601円、率で
5.26％増加と、３年連続のプラスとなった。
　業種別では、製造業は前年同期比6.10％増加
の491,219円、非製造業は同4.41％増加の493,521
円となった。
　製造業では12業種中、輸送用機械器具を除く
11業種で増加し、鉄鋼・非鉄金属が25.62％増加、
繊維が10.89％増加と２桁の増加となった。
　非製造業では10業種中８業種で増加し、建設
が12.06％増加、運輸が9.57%増加となった反面、
電気・ガスが8.73％減少、宿泊・飲食・生活関連が
8.56%の減少となった。 （表１）

　日本経団連が12月18日に取りまとめた「2015
年冬季賞与・一時金　大手企業妥結結果（単純平
均・最終集計）」によると、調査対象の全国大手企
業（主要20業種、大手245社）のうち、集計可能な
157社の妥結額平均は753,944円で、前年同期の
最終妥結実績（157社、737,906円）と比べると、金
額で16,038円増加し、増減率でプラス2.17％とな
った。
　業種別では、製造業は前年同期比2.78％増加
の761,007円、非製造業は同0.43％減少の721,408
円となった。 （表２）

冬季賞与支給結果（最終集計）

173社単純平均492,350円
　　　　前年比5.26％増加
　　　　　　　3年連続のプラス
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（3.79）
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（4.19）
△ 0.43    
（3.12）


